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第４章 自然学校によるESD地域創生拠点の形成 
 
 
増田 直広 
 
 
１．概要 
 
高度経済成長期以降、日本の農山漁村（中山間地域）および都市部には過疎化や人口集中
に起因する様々な問題が発生している。さらに近年では、地震や気候変動に起因する台風、
大雨による災害が頻発しており、全国各地で大きな被害が発生している。災害に強い地域づ
くりは、現代において大きな課題となっている。 
それら諸問題の解決を図り、教育を通して地域の持続可能性を高めていく取り組みが
ESDによる地域創生である。全国各地で行われている取り組みの主体は、国や自治体、NPO
など多様であるが、本研究では自然学校がESDによる地域創生において大きな役割を果た
していると考えている。 
以下に研究の概要を報告する。 
 
 
２．自然学校と地域創生 
 
1) 自然学校とは 
自然学校は、自然体験活動や地域の生活文化に関わる地域づくり活動などの多様な教育
的な体験活動を通して、持続可能な社会実現に貢献する学校や活動のことを指す。 
日本で自然学校という概念が生まれたのは 1980 年代前半と言われており、この頃にホー
ルアース自然学校をはじめとする民間の自然学校が設立され、筆者の属するキープ協会の
環境教育事業も始まった。さらには、1900 年前後から始まったYMCA（キリスト教青年会）
やボーイスカウト、ガールスカウトなどの活動に自然学校の起源を辿ることができる。日本
の自然学校に影響を与えているアメリカの自然学校はさらに歴史が深く、1800 年代前半に
そのルーツを見ることができる。 
従来、自然学校は自然体験活動を通して、環境教育や青少年育成を行うことを主目的とし
ていた。しかし、近年の日本の自然学校は、自然体験活動に加えて地域課題への取り組みの
比重を高めており、アメリカとは異なる進化を遂げている。それは、地域創生に取り組む日
本型自然学校へと進化していると言っても良いだろう。 
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1996 年に開催された「自然学校宣言シンポジウム」では、日本には 76 校の自然学校が
あると報告された。その後、数回に渡って自然学校に関する調査が行われているが、2002
年に行われた第３回自然学校全国調査では約 2,000 校が、2010 年に行われた第５回自然学
校全国調査では 3,696 校が活動していると報告された。このように数値の変化だけ見ても、
自然学校の輪が確実に広がってきているのがわかる。 
自然学校数が増えているのは、その概念や役割が広がってきているからとも言える。2002
年の第３回自然学校全国調査報告書では「自然体験活動の受け入れ体制となる施設や組織
を特に『自然学校』と呼ぶことにした」（環境省、2003）と定義されたが、広瀬は「自然学
校宣言 2011 シンポジウム」（2011 年３月）において、自然学校の公式として「自然体験＋
社会課題への取り組みと貢献＝自然学校」（立教大学 ESD 研究センター、2011）と紹介し
ている。自然学校のベースを自然体験活動としながら、社会課題への取り組みを明文化した
ことに以前の概念との違いを見ることができる。社会課題とは、環境問題や地域活性化であ
り、近年では SDGs（Sustainable Development Goals／持続可能な開発目標）や地域創
生も当てはまるだろう。 
 
2) ESD 地域創生拠点としての自然学校 
環境教育やESDを効果的に展開していくためには、「場」「プログラム」「指導者」の３要
素が必要と言われてきた。これらの要素を合わせ持つ自然学校は、ESD拠点であり、ESD
による地域創生の担い手と言える。 
広瀬は上記シンポジウム（2011 年 3 月）において、自然学校の強みとして、「①高いコミ
ュニケーションスキルを持つ、②機動力のあるチームとネットワークを持つ、③社会課題に
対応するミッションを持つ」ことを掲げている。 
阿部（2012 年）は、自然学校が地域の自然や文化、歴史、人的資源をつながり（関係性）
の視点から事業化していることや、地域内外の多様な主体をつなぐハブとしての役割を持
っていること、地域共同体の再構築や経済活性化に寄与していることを指摘した上で、
「ESD拠点としての自然学校は、持続可能な社会やサステナビリティというビジョンをか
かげ、様々な資源・素材を有機的（統合的・総合的）につなぎ合わせることで、人づくりを
事業化し、社会・経済的にも地域の自立性を高めることに貢献できる施設である。」と述べ
ている。 
辻（2019 年）は、自然学校が現代社会の課題への多様な取り組みをしていることを指摘
し、「国連持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、自然学校が大きな役割を担い始めている
といえるだろう」と述べている。 
阿部はESDによる地域創生を進める際の留意事項の１つとして、地域課題から地球環境
問題やSDGsなどの地球的な課題までを統合的・総合的に取り組むこと、すなわち「地域の
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課題と世界の課題を結ぶグローカルな視点」（阿部、2017）を持つことの必要性を指摘して
いる。三者が語る自然学校の持つ強みや特性、現状はそのまま地域創生に取り組む際にも有
益なものと言って良いだろう。やはり、自然学校はESDによる地域創生の担い手なのであ
る。 
 
 
３．５年間の取り組み概要 
 
1) 自然学校の調査 
自然学校の地域創生への取り組みの実際や課題などを明らかにするために、視察、聞き取
り調査、アンケート調査などを行った。 
 
①一般社団法人アイ・オー・イー調査 
2018年４月16日、一般社団法人アイ・オー・イー（熊本県熊本市）の山口理事長に聞き
取り調査を行った。 
・本来の自然学校の活動だけでは経営していくことが難しい。自然学校にコミュニティ・
ビジネスやソーシャル・ビジネスの要素を入れることが大切。 
・2006年、九州版の自然学校宣言シンポジウムを開催した。 
・九州の自然学校はネットワーク型として、協働していることに特徴がある。 
・現在、九州ではグリーンツーリズムが進んでおり、自然学校も関わっている。 
・現在ではミャンマーの地域づくりに自然学校の機能を通して携わっている。 
 
②ヘルシー美里／南アルプス邑野鳥公園調査 
2018年5月6日～7日、ヘルシー美里／南アルプス邑野鳥公園（山梨県早川町）を視察し、
大西所長に聞き取り調査を行った。 
・赤沢宿ではガイドツアーが行われているが、そのガイド育成を担当した。 
・早川町立早川北小学校と南アルプス邑野鳥公園とで、ビーンズという科学教育の授業を
行っている。子ども達が地域を知る機会となり、早川町の山村留学にも貢献している。 
・町長は学校が地域の拠点となっていると考えており、統廃合しない考えである。 
・2017年に早川エコファームを設立し、耕作放棄地の解消と多様な生物が暮らす環境づ
くりを通して、地域活性化に取り組んでいる。 
・地域資源をエコツアーに活用することで、それらの資源の維持に貢献している。また、
プログラムを通して交流人口を増やすことが自分達の役割である。 
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③NPO法人森の生活調査 
2019年７月11日～12日、NPO法人森の生活（北海道下川町）を視察し、麻生代表理事に
聞き取り調査を行った。 
・下川町は約90％の森林率を誇っており、木質バイオマスの活用に取り組んでいる。近年
では、SDGs未来都市に選定されており、地域づくりにSDGsを取り入れている。 
・森の生活では下川町と連携してSDGsに取り組んでいる。 
・森の生活は、「森から価値を引き出す」ことを役割と考えている。 
・森の生活は、インキュベーターとしての役割も持っており、新たな事業の起業や移住の
受け皿などを担当している。 
・町内の保育園や小学校、中学校、高等学校に対して環境教育の支援をしている。森の生
活が縦の連携を進めるためのハブの役割を果たしている。 
・地域間交流施設森のなかヨックルの管理運営を担当している。 
 
④モモンガくらぶ調査 
2019年７月13日～14日、NPO法人モモンガくらぶ（北海道登別市）を視察し、吉元事務
局長他に聞き取り調査を行った。 
・環境教育拠点である「登別市ネイチャーセンターふぉれすと鉱山」（登別市指定管理施
設、2007年より受託）での活動を中心に行ってきたが、現在では福祉分野と市民活動
分野にも事業拡大し、地域への貢献を目指している。 
・ふぉれすと鉱山では、地域資源を活用した自然体験活動を行うと共に、プログラムの運
営のスタッフとなる人材育成にも力を入れている。 
・「富岸子育てひろば」（登別市指定管理施設、2010年より受託）では、週３日間の子育て
支援事業を行っている。ふぉれすと鉱山で行っている森のようちえん事業参加者より
もさらに小さい乳幼児や保護者との接点となっている。 
・富岸子育てひろばを担当することとなり、雇用も生み出すことができた。 
・「登別市市民活動センターのぼりん」（登別市指定管理施設、2018年より受託）では、こ
れまでに培ってきたノウハウを活用して、市民活動への関わりにチャレンジしている。 
 
⑤ホールアース自然学校調査 
2019年8月27日～28日、ホールアース自然学校（静岡県富士宮市）を視察し、山崎ホール
アース研究所代表理事に聞き取り調査を行った。 
・1982年に設立され、自然体験活動を柱に活動を行ってきたが、2000年代から地域への
関わりと貢献を意識するようになった。 
・ベースとなる自然体験活動を通しての地域創生への関わりは、富士宮市猪之頭地区にお
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けるプログラム開発と人材育成がある。地域住民が主体となれるように、伴走と技術移
転を通して支援している。 
・2011年に農業部門を立ち上げた。地域の耕作放棄地の活用となり、自然学校で使う野
菜はほぼ自給できるようになった。地域には有機農業を行う人が多いが、流通に課題を
持っている。今後は販売所を作り、流通にも関わっていく予定である。 
・獣害に悩まされる地域であったことを踏まえて、2018年に野生鳥獣解体処理施設「富
士山麓ジビエ」を開設した。2019年からは地元の食肉加工業者と協働し、商品開発に
も取り組んでいる。 
・自然体験活動部門と農業部門、ジビエ部門とが連携することで、「地域生態系の保全」
と「地域内の小さな経済循環」を生み出している。 
 
⑥アンケート調査 
自然学校の地域創生への取り組みに関する動向を知るために、国内の自然学校を対象に
アンケート調査を行った。アンケートは自然学校と名乗っている団体をはじめ、名乗ってい
なくてもその役割を担っていると思われる団体等へ協力依頼をした。 
アンケート調査の概要は以下の通りである。 
 
  表１ 「自然学校と地域創生」に関するアンケート調査の概要（筆者作表） 
 
＜地域創生への取り組み＞ 
地域創生に取り組んでいると答えた自然学校は86％となった。今後取り組みたいという
ところも含めると、実に全体の95％となる。なお、官（もしくは官＋民）と民という設置主
体の違いによる取り組みの差があるか見てみたが、大きな違いはなかった。また、地方によ
Ａ．調査方法 
  インターネットの回答フォームを使った選択および記述式調査 
Ｂ．調査対象と回答数 
筆者らがつながりを持つ自然学校および関連書籍やインターネットから情報を
得た自然学校、合計149団体 
Ｃ．回答数 
  68団体 
Ｄ．質問項目（抜粋）と回答方法 
 問０．自然学校の基本情報 ＜記述式＞ 
 問１．主に取組んでいる活動 ＜選択式・記述式＞ 
 問２．地域創生への取り組みの有無 ＜選択式・記述式＞ 
 問３．地域創生に取り組む上で大切にしていること ＜記述式＞ 
 問４．地域創生に取り組む上での課題 ＜記述式＞ 
 問５．今後、自然学校が果たしていくべき役割 ＜記述式＞ 
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る違いも見たが、どの地方でも概ね70～90％の自然学校が地域創生に取り組んでいること
がわかった。地域創生は官民問わず、また地方に関係なく自然学校が取り組むべき課題であ
ることがうかがえる。 
 
＜地域創生の具体的な内容＞ 
地域創生への具体的な取り組み内容を記述式（複数回答可）でたずねたところ、129件（必
要に応じて分解したものも含む）の回答となった。ＫＪ法で整理し見出しを付けたものが、
表２である（括弧内の数字は合計数）。 
 
  表２ 地域創生への具体的な取り組み（筆者作成） 
 
見出し 具体的な取り組み 
教育面での取り組み
（57） 
 
プログラム開発・提供（25）／学校教育支援（12）／保
育・幼児教育（6）／人材育成（5）／イベント出展（5）
／新たな学びの場づくり（4） 
地域資源の活用（29） 
 
地域資源の活用（7）／農業振興（6）／文化・産業の継
承（6）／観光（5）／地産地消（3）／事業化（2） 
協働・交流（18） 連携・協働（7）／交流支援（4）／運営支援（7） 
コミュニティ維持（11） 構成員としての参画（3）／移住支援（3）／福祉（3）／
防災教育・災害時支援（2） 
里山保全・環境保全（9） 里山整備・森林整備（5）／環境保全（4） 
提言・発信（5） 政策提言（3）／PR・発信（2） 
 
やはり、自然学校が得意とする「教育面での取り組み」が57件と突出している。地域住民
や地域外からの訪問者へのプログラムの提供、をはじめ、地域内の学校教育や保育・幼児教
育への支援も多かった。これらのことから、自然学校の持つ教育機能が地域創生に応用され
ていることがわかる。「地域資源の活用」も29件と多かった。具体的な活用方法としては、
観光や事業化、地産地消などが挙げられる。 
自然学校のコーディネート機能や広報機能を活かした「協働・交流」「提言・発信」、自然
体験活動につながる「里山整備・環境保全」などの取り組みも地域創生につながりやすい分
野と言える。それぞれの回答数は少ないものの、「コミュニティ維持」も地域創生において
大切な取り組みである。構成員として地域に参画することから、福祉・健康、防災教育・災
害時支援などの現代的課題が含まれていることにも注目したい。 
 
＜地域創生に取り組む上で大切にしていること＞ 
地域創生に取り組む上で大切にしていることを記述式でたずねたところ（複数回答可）、
92件（必要に応じて分解したものも含む）の回答となった。ＫＪ法で整理し見出しを付けた
ものが、表３である（括弧内の数字は合計数）。 
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  表３ 地域創生に取り組む上で大切にしていること（筆者作成） 
 
見出し 具体的な取り組み 
コミュニケーション（40） 地域とのつながり（17）／連携・協働（16）／コーデ
ィネート（7） 
地域資源の活用（23） 地域資源の活用（13）／住民主体（10） 
持続性（16） 継続性（9）／経済性（7） 
心構え（9） 多様な考え方（5）／楽しさ（3）／今を大切に（1） 
ビジョン（2） ビジョン（2） 
人材育成（2） 人材育成（2） 
 
最も多かったのは「コミュニケーション」であった。まずは地域の一員として地域創生に
取り組むために地域とのつながりを作ることから始まり、自らが多様な主体と連携・協働を
し、つなぎ役としても地域や活動をコーディネートしている様子が見える。 
次に地域創生における要点である「地域資源の活用」も多かった。ここには、自然資源や
文化資源の活用に加えて、住民主体が含まれている。地域の人的資源である住民が主体とな
ることは、地域創生の取り組みの基本と言えるだろう。 
さらに、「持続性」も要点である。地域が疲弊しないように活動を継続することやお金を
生み出す経済性が地域創生の持続性を支えると言える。また、「心構え」からは１つの視点
だけでなく、多様な考え方を持つことや楽しみながら活動に取り組むことの大切さが表れ
ている。 
少数であったが、地域創生において「ビジョン」を持つことや「人材育成」を通して地域
の主役となる人を増やすことも大切な視点である。 
 
＜地域創生に取り組む上での課題＞ 
地域創生に取り組む上での課題を記述式でたずねたところ（複数回答可）、86件（必要に
応じて分解したものも含む）の回答となった。ＫＪ法で整理し見出しを付けたものが、表４
である（括弧内の数字は合計数）。 
 
  表４ 地域創生に取り組む上での課題 
 
見出し 具体的な取り組み 
地域や社会との関係作り
（41） 
地域との連携・協働（19）／認知度不足（9）／関係者の意
識改革（7）／ニーズ把握（4）／価値観のすり合わせ（2） 
持続性（41） 
 
人材不足（15）／資金不足（11）／継続性（7）／事業化
（5）／人材育成（3） 
地域資源の活用（4） 地域資源の活用（3）／資機材の維持（1） 
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「地域や社会との関係作り」と「持続性」が41件ずつとなり、合計では全体の95％を占め
ることとなった。前者については、問３の地域創生に取り組む上で大切にしていることで
は、コミュニケーションが筆頭に挙がっていたが、それは同時に課題でもあることがわかっ
た。連携・協働における課題に加えて、意識や価値観の相違も大きな課題であることが見え
てきた。地域創生に取り組む上での第１ハードルは、地域や社会といかに関係性を作ってい
くかにあると言えよう。 
次に取り組みが始まってからの課題が「持続性」だろう。人材不足や人材育成といった人
に関連する課題と資金不足や事業化に関わるお金に関する課題が大きな割合を占めている。
成果の見え難さからくる継続性も加わり、地域創生の取り組みの持続性は大きな課題とな
っているが、各地域の成功事例を共有することで解決のヒントを見つけることができるの
ではないだろうか？ 
数は少なかったが、「地域資源の活用」を３つめのグループとした。地域資源は地域創生
を支えるものであるが、その活用についてはまだ課題があると言える。 
 
＜今後、自然学校が果たしていくべき役割＞ 
最後に地域創生を問わず、今後自然学校が果たしていくべき役割を記述式でたずねたと
ころ（複数回答可）、107件（必要に応じて分解したものも含む）の回答となった。ＫＪ法で
整理し見出しを付けたものが、表５である（括弧内の数字は合計数）。 
 
  表５ 自然学校が果たしていくべき役割 
 
見出し 具体的な取り組み 
自然学校機能の充実
（51） 
 
自然学校としての自立（12）／体験活動の提供（12）／保
育・青少年教育（8）／人材育成（8）／ESD・SDGs（6）
／生きる力の育成（5） 
地域課題への取り組み
（56） 
 
ハブとしての役割（11）／地域活性化（10）／地域資源の
活用（6）／連携・協働（5）／環境保全（5）／発信（4）
／防災教育・災害時支援（4）／コミュニティセンター
（3）／雇用創出（3）／地域課題の解決（3）／観光（2） 
 
整理をしていく中で、最終的に「自然学校機能の充実」（51件）と「地域課題への取り組
み」（56件）の２つに分類することができた。これは、広瀬（2011）による自然学校の公式
「自然体験活動（本業）＋社会課題への取り組みと貢献＝自然学校」にさらに地域創生の視
点が強くなったものと言える。 
ESDによる地域創生とは「住民一人ひとりが地域の多様な資源とかかわり地域との関係
性を主体的に深めていくことで創り上げる、環境・経済・社会・文化のトータルな視点で持
続可能でかつ災害からの回復力（レジリエンス）が高い地域社会づくり」である。現代にお
ける自然学校が持つ２つの役割が循環することで、ESDによる地域創生が広がっていくこ
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とに期待したい。 
 
2) 講座の開催 
本講座は公益財団法人キープ協会の環境教育事業30周年記念事業の１つとして2013年に
始まり、これまでに計13回開催している。直近の２回のテーマは「地域創生と自然学校」と
設定して、大杉谷自然学校とホールアース自然学校の取り組みを聞き、全員参加型の意見交
換を行った。 
 
①大杉谷自然学校 
2018年1月16日、大杉谷自然学校（三重県大台町）の大西代表を講師に招いた。28人の
参加があった。大西氏からは地域創生への取り組みの紹介や「なぜ地域を残すべきなのか？」
「そもそも残すべきか？」「残っていくのか？」という問題提起がなされ、参加者と共に意
見交換を行った。 
 
②ホールアース自然学校 
2018年6月12日、ホールアース自然学校（静岡県富士宮市）の山崎ホールアース研究所
代表理事を講師に招いた。40人の参加があった。山崎氏から自然体験活動を通した地域へ
の貢献や近年取り組んでいる地域創生につながる事業の紹介がなされ、参加者と共に意見
交換を行った。 
 
3) 座談会の開催 
2019年11月18日、立教大学にて座談会「ESDによる地域創生と自然学校」を開催した。
出席者と司会者は以下の通りである。 
出席者： 辻英之（グリーンウッド自然体験教育センター）、西村仁志（広島修道大学）、 
 山崎宏（ホールアース自然学校）、増田直広（キープ協会） 
司会者： 阿部治（立教大学） 
主に、①近年の日本とアメリカの自然学校の動向、②自然学校の社会的役割の変化、③自
然学校が地域創生に取り組む意義、④自然学校が地域創生に取り組む上での課題、⑤自然学
校の今後の展望、について意見交換を行った。 
座談会を通して、いずれの自然学校も、2000年代以降の地域との関わりの中で役割を変
えてきたことや、それぞれの問題意識の中で自然学校と地域を見つめた上で、地域創生に取
組んできたことがわかった。また、各校とも地域に組み込まれることで、地域にとっても自
然学校が不可欠な存在になっていることが見えてきた。さらに、2011年の東日本大震災以
降、自然学校の役割に防災教育や災害時支援が組み込まれるようになった。 
一方で、非常に地域の課題も多様化しており、自然学校とは異なる新しいアクターがそれ
ぞれチャレンジをしている。そういう中で、自然学校も従来の役割からかなり幅が広がって
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おり、改めて自然学校のミッションの再確認の必要があることが確認された。 
 
4) 成果と課題 
「ESDによる地域創生の評価とESD地域創生拠点の形成に関する研究」において、自然学
校に関する取り組みを始めたのは2017年度からであった。調査研究を進める中で、ESDに
よる地域創生において、自然学校が主体や拠点となり得ることがわかってきた。事実、アン
ケート調査では、地域創生に取組んでいると答えた自然学校は86％、今後取り組みたいと
いうところも含めると、実に全体の95％となった。 
1980年代に概念が生まれ取り組みが始まった日本の自然学校は、当初は自然体験活動を
提供する団体や施設のことを指していたが、1999年以降に数年おきに実施されている自然
学校全国調査において、役割の変化が認められ、それに伴い数も増えてきた。2010年の第
５回調査によると、全国各地に3,700もの自然学校があるとされ、今や自然体験活動と社会
課題への取り組みを通して持続可能な社会の実現に寄与する組織や施設を指すようになっ
ている。さらに自然学校は地域に目を向け、「地域社会課題」への取り組みを行うようにな
っている。地域社会課題とは、まさに地域創生であり、自然学校はESDによる地域創生にお
いて大きな役割を果たすようになっている。 
一方、自然学校が地域創生に取り組む上で課題も見えてきた。「地域や社会との関係作り」
と「持続性」との合計で、全体の95％を占めることとなった。地域創生は自然学校単体では
なく、地域の住民や多様な主体との協働で取り組むものである。地域創生に取り組む上での
最初の課題は、地域や社会といかに関係性を作っていくかにあると言えよう。 
次に取り組みが始まってからの課題が「持続性」である。人材不足と資金不足にどのよう
に向き合っていくかが、各校が抱えている大きな課題であることが見えてきた。この解決の
ためにも、各地域の成功事例を共有することが必要と考えるが、その意味でも本研究の意義
があると言える。 
中山間地から都市部にまで全国各地に存在している自然学校が地域創生をミッションと
位置付け活動を展開していくことで、持続可能な社会の実現に近づけるはずである。その動
きを促進していくためにも、今後も自然学校の動きを注視し、研究および実践を続けていき
たい。 
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